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は じめ に

　与 え られ た課題は 「人 口 の 構造変動 と教育」 で あ る。 これ まで の 人 口変動 に よ っ て

教育が どの よ うな経過を た ど り， 今後の 変動 に よ っ て どう変わ るの か を定量 的に 予測

しろ ， と い うの が あ る い は編集委員会の 意図だ っ たか も知れ な い が ， そ の よ うな作業

に つ い て は ， 潮木守
一 r教員需要 の 将来展 望』 （福村出版 ， 1985年 ）， 喜多村 和之編

r学校淘汰 の 研究一大学 「不死」 幼想の 終焉一』 （東信堂 ， 1989年 ）を は じめ とす る

業續 をみ て い た だ くこ と にす る 。 ま た ， 将来は政 策的選択 に よ っ て 異 な っ た姿 を と

る 。 そ こ で ， 本稿で は教育政策に 焦点をあて ， それ が 人 口 変動に どの よ うに 対処 し て

きたか ， 今後の 変動に どの よ うに対処 し よ う （し損ね よ う） と して い る の か を ， 教育

社会学者の 研究 そ の 他に 依拠 しつ つ 考察 し て み た い 。

1　学校教育人 ロ の 急増 ・ 急減へ の対応 ：人 ロ 変動の 従属変数 と して の 教育

L 児童 ・生徒数の 急増減 と小 ・中学校 ， 高等学校教育

（1） 児 童 ・生徒数減少 と小 中学校の 施設 ・設備の 余剰問題

　小学校入学 者数 は ， 第二 次 ベ ビ ーブ ー ム 世代 が入学 し た昭 和 53−55年 に 201万人 か ら

205万人 に 達 し， それ以降は低下が 続 き平成元 年 に は 151万人 とな っ た 。 生徒数減少の

日 本 女 子 大 学
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、

始ま っ た昭和 55年度に 文部省は 「第五 次学級編制 ・ 教職員定数改善計画 」 を うちだ し

た 。 これ は昭和 66年度 まで に ，   全て の 学級 を40人以 下の 規模 に す る 「40人学級計

画」 と ，   教頭 ， 小学校専科教員 ， 教員 ・養護教員 の 増員を進 め る教員配 置改善計

画 ， の 2 つ か らな る もの で あ っ た が ， 行革関連特例法 に よ り昭和59年度 まで 実施が 凍

結 され ， 60年度か ら開始 され た 。 小 。中学校 ともに ， 平成 3 年度まで 6 年間 をか けて

学年進行で 完成予定で あ る 。

　また ， 昭和 59年度に は都道府県教委の 学校施設づ く りの ため の 指針 と して ，
r五 つ

の 留意点 』 を発表 し， 「…公立 学校施設づ く りは ， 全国的 に は量 的不足 の解消 に主 力

を注が な けれ ば な らな い 時期は去 り， 今後 は ニ ー
世紀の 児童 ・生徒の 教育学習の 場 に

ふ さわ しい ，長期的観点に 立 っ た質的整備に 重点 をお くこ とが 必要で あ る」 とし て ，

  適正規模を満 た した施設づ く り （12−− 18ク ラ ス を適正規模 と し， 6 ク ラ ス 以下の 過

小規模校の 統合や 30ク ラ ス 以上 の 過大 規模校の 分離な どをはか る），   教育 ・ 学習方

法の 多様化に 対応 した施設づ くり （多目的ス ペ ー ス の 確保 など），   ゆ と り， 潤い と

文化性 を備え た施設づ く り （運動広場，野外集会施設， セ ミナー ・ ハ ウ ス な ど），  

地域社会 に 開か れ た施設づ く り （屋 内体育館や運動場 ， 特別教室 ， 図書館な どの地域

開放），   児童 ・ 生徒の 増減に 対応 し得 る施設づ く り （教室間 の 間仕 切 りの 可動化 ，

余剰普通教室の 転用 など）の 5 点を例示 した 。

　 こ の よ うな対策 に もか か わ らず ， 児童 ・生徒数の 減少は ， 小 中学校に 現在，施設や

教員の 余剰問題 を起 こ して い る。 屋 敷和佳は 昭和 62年 に ， 全 国の 市 （東京23区を含

む）ならびに 人口 3 万人以上 の 町村の 教育委員会の 施設主管課を対象に 質問紙調査を

行 っ た 。 こ れ に よれ ば ， 有効回答市区町村475の うち ， 小学校 に つ い て 「空 き教室」

対策が 課題 とな っ て い る と答え た の は 46．7％ ， 中学校 に つ い て 「空 き教室」 対策が課

題 とな っ て い る と答 えたの は24．　6％ で あ っ た 。 ま た ， 全教室中に 占め る空 き教室 （余

裕普通教室）の 割合は ，全国計で 小学校で は約 17％ ， 中学校で は約 lo％で あ っ た 。

　 さ らに 同調 査 は空 き教室 （余裕普通教室 ）の 転用状況 も聞い て い るが ， こ れ に よれ

ば ， 小学校で は教材 ・資料室 （74．7％）， 児童 ・生徒会室 （71．2％）， 会議室 （65．1

％）， 図書 （読書）室 （48，5％） な ど へ の 転用事例が ， また中学校で は 児童 ・ 生徒会

室 （54．7％）， 教材 ・資料室 （50．　3％）， 会議室 （50．3％）な どへ の 転用事例が 多 い
（1）

o

（2） 小 中学校の今後の余剰施設対 策

　「40 入学級 」計画が完成す る平成 3 年度以後 に つ い て は ， 臨時教育審議会第二 次

答申が 「また ， 現行改善計画 の完成後 は， さ らに改善 し， 学級編制等 に つ い て は弾力
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化す る」 と述 べ た こ とを受けて ，

一律に 学級規模の 縮小 をめ ざす よ りは ， 学級編制基

準を弾力化 し， 市町村教委の 自由裁量幅 を広げる と い う方向が 固ま りつ つ ある 。 今後

は ， 35人学級 を含め た教育環境 ・条件の さ らなる改善 と ， 地域社会 へ の さ らなる開放

が 施設余剰対策の 2 つ の 柱で あ る 。 その どち らに重 きを置 くか は 各市町村教委の 判断

と い うこ とに なる。

　 こ の点で
， 東京都教育庁社会教育部が昭 和63年 3 月に 出 した r生涯学習の ため の 学

校施設 の 活用
一 「余裕教室」 の 現状 と地域 利用の 方向一一

』 は，今後の 市町村教委の 選

択 を 占う材料 として 興味深 い 。 こ の 報告書の 要点は以下 の とお りで あ る 。   余裕教室

対策で は現在 ， 地域 へ の 開放や社会教育で の 利用は きわめ て 少 な い
。   しか し児童 ・

生徒数 は ， 小学校で ， 昭和54年の ピー ク時に 比 べ 昭和71年 に は65．2％ に な り， 40人学

級 へ の 移行 を考慮 して もなお か な りの 余裕教室 の 増加が 見こ まれ る し， 中学校で も，

37年 の ピー ク時に 比 べ 昭和74年 に は57．5％ に なる と推計 されて お り， 学 校に よ っ て は

半分以上 が余裕教室 と い う事態 も予想 され る 。   東京都の 生涯教育推進計画は，学校

は人 々 の連帯を生み出 し，新 たな文化 を創造す る新 しい コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン タ ー となる

だ ろ うと述 べ て い るが ， そ こ に至 るに は ， まず， 学校開放 を よ り一
層充実 して い くこ

とが必要で ある 。

（3） 第二 次高等学校生徒急増対策

　第一次 ベ ビーブ ーム 世代 240〜250万人の 中学校卒業を目前に ひ か えた昭 和35年，文

部省は 丁進み ゆ く社会の 青少年教育』 を発表 し， 昭 和38年か ら昭和 45年 まで の 高校進

学率を， 58．　0％→ 72．0％ と予測 した 。 しか し ， 実績値は ， 66．　8％一
→ 82．1％ と推移 し文

部省の 計画 を大幅 に上 回 っ た 。 こ れ は 各都道府県お よび私立高等学校の 生徒収容対策

が 文部省 の 予測を超 え て 進め られ た結果で あ っ た。 菊池城 司に よれ ば ， 各都道府県 は

昭 和45年度72％ と い う全国水準 に到達 もしくは それ を上 回 るよ うな独 自の 教育計画 を

たて ， また，私立 学校振興 会は急増期間中の 対35年度増加数 136万人 を公立 90万 ，私

立 46万の 割合で 収容す る こ とを 目標に ， 36〜 40年度に わ た っ て 高等学校生徒急増施設

貸付金 を準備 し ， 私立高等学校の 新増設 に備 えた。 こ の 結果 ， 私立高校 は 第
一

次生徒

急増期対策に大 きく貢献した ω
。

　 当時の 私立高校 は ，

一
般的に伝統 ， 学費 ， 教育条件等 の 点で 公立高校 に 劣 る こ とが

多 く ， そ の た め そ の 後の 生徒数減少期 に 廃校 に追 い 込 まれ る場合 も出た。
こ の よ うな

生徒急増減 に と もな う問題は ， 人 口 の 社会増 と第二 次 ベ ビーブーム を控 え た大都市圏

で とくに激 し く再現 され るこ とが予想 され た 。 そ の なかで ， 文部省通知 厂公私立高等

学校協議会の 設置 に つ い て 」 が昭和50年 9 月に 各都道府 県知事 ， 各都道府県教育委員
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会宛 に 出 され， それ を うけて 各都道府県に 作 られ たの が 公私協で ある 。

　中学校卒業者数は ， 第二 次 ベ ビーブーム 世代が卒業す る昭和 62年か ら平成元 年 に か

けて 200万人か ら205万人に達 し ， そ れ以降 は減少期 を迎 え る 。 こ の 第二 次急増対策 に

あた っ て の ，計画進学率なら びに 生徒収容 の 公私比 率は ， 多 くの 県で 公私協の 協議 を

とお して 決 め られ て い る 。 大脇康弘は 各都道府県が昭和 55年か ら59年 に か けて 作成 し

た第二 次急増対策を収 集 し分析 し て い る 。 それ に よれ ば ，
こ の 時期 の 計画 進学率は ，

それ まで が 中学生の 高校入学志願率を基準と して い たの に 対 し， 実績進学率の 停滞 ・

漸減傾向 を踏まえ た もの と な っ て い る。 また ， 公私比率 も概ね 現状維持的に設定 され

て い る。 生徒収容 の 具 体策 は ， 学校の 新設 を抑制 し， 学級増 ， 学級定員増 に 多 くを依

存す る臨時対策の 性格が強 く， その 結果 ， 過 大規模の 学校が 増え た 。 臨時対策に と も

な う教育条件の 悪化は ， 私立高校の 場合に は さらに ひ ど く，公私格差が開 く傾向に あ

る
（3）

Q

（4） 第二 次高等学校生徒急減期対策

　公私協 の 私学側代表で 構成 され る全国組織で あ る全国 公私立高等学校協議会私学連

合会が昭 和 62年 11月 に 発 表 した調査に よれ ば ， 急減期 の 生徒収容 の 公私分担 に つ い

て ， 昭和 62年現在で 21 の 県 が比率を具体的に 定め
，

9 県が基本原則 を定め
，

7 県が協

議中で あ り， 残 り10県が 未公表な い し未定で ある 。 具体的比率や基本原則が 決 ま っ て

い る30県で は， 概ね急減期に お い て も従来の 公私分担割合を維持する方針が と られ て

い る
（4 ）

。

　 こ の よ うな基 本方針の も とで ，公立，私立 それ ぞれ に 減少期対策が 検討 され て い

る 。 公立高校の 長期的 な減少期対策の 例 は ， 大阪府学校教育審議会が 昭和61年 7 月に

出 した r公私立高校協調 を基本 と した ， 今後 の 生徒急増 ・ 急減期 にお ける府立 高等学

校の 整備の あ り方 に つ い て （答申）』で あ る 。 こ の 報告書 は ， 昭和 70年度 の 府立 高等

学校の 学校規模は ， 学級定員が45人 の 場合に 1校当 た り平均25学級 ， 学級定員が 40入

の 場合IC平均27学級 とな っ て
， 各掌校で か な りの 普通教室の 余裕が 生 じる こ と に なる

と予測 し ， さ らに教員の 過員に 関 して も，法が改 正 され，公立 高等学校の 学級定員が

40人に な っ た もの と して 試算 し て み て も， 昭和70年度 に は 相当数の 過員が 生 じる と予

測 して い る。 公立 高校の 長期的 な減少期計画 は ， こ の 大阪 の もの を除 い て ， 外部に 発

表 され た もの は見あ た らな い 。

　以 Eの 予測 に もとつ い て 同 報告書が提案 して い る減少期 の 施 策の 要点 は ，   開か れ

た学校づ く り （技能 ・ 技術や 芸術 ・ ス ポ ーツ などに 関す る高等学校公開講座）と施設

（運 動場 ，体 育館な ど）の 開放 ，  教育条件 の 充実 （国 ec対 し， 高等学校 に お い て も
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学級定員が 40人 とな る よ う， 関係法令の 改正 に つ い て 強 く要望す る 。 また ， 急増期 に

お い て 規模 を拡大 した府 立高等学校 に つ い て は ， 学校規模の 縮小 を進め る ）， の 2 点

で ある 。

　都道府県教育委員会が 設置者で あ る公立高等学校の 減少期対策 と違 い
， 私立高等学

校は個 々 の 学校法入 が設置者で あ るの で ，減少期に お け るその 定員削減は，各 県私 学

団体 に よる 申 し合 わせ （私 々 間調整 ）の か た ちで 行われ る 。 そ の最 も徹底 したか た ち

が ， 大阪私立 中学高等学校連合会の 昭和61年 12月19 日総会決議 r私立高校生徒の 急減

期 に 向けて の 基本方針』 で あ る 。 こ れ は ， 減少期の 私学新設 を原則抑制 と し ， 他府県

中学卒業者な らびに併設中学卒業者 は原則 と して 調整対象か ら外 し， 減少期 （昭和64

年度以降）各 年 に お け る府立 中学卒業者の 各校割 り当て を，昭 和 55年か ら昭和63年度

（第二 次急増期）に お ける各校の 収容実績平均値 （＝ 基準数）に
， 減少期各年の 減少

率 （減少期各年 の 私学総収容数／基準数合計 ） を乗ず る こ とで 算出 し ，
こ の 割当数

を ，   誓約書 を連合会 に 出す ，   府学事部に 定員変更手続 きを出す ，   各年の 募集定

員の 発表 は連合会が
一

括 して 行 う，   割当数遵守 と私学助成配分額 を関連 させ る ， な

どに よ り各校 に 遵守 させ よ うとす る もの で ある 。 私 々 問調整案 は ， こ の 他 に 埼K 県私

学協会が こ れ ほ ど徹底 した もの で は ない が発表 して い る
（5）

。

　 こ の よ うに ，高等学校 の減少期対策は ， 公私協 に よ り公私分担の 大枠が 半分以上 の

県で 決 ま っ て い る こ とを除 け ば ， 具体 策は あ ま り決 ま っ て い な い 状況 に ある 。 む し

ろ ， 今後の ゆ くえは 公立対私立 ， ある い は私立 学校間の 生徒獲得競争に ゆだね られ て

い る と もい え る。

　私立高校の 最 も重要な戦略が 中学併設に よ る六 年間一貫教育に な りそ うなの に 対

し，公立 高校 の 場 合は，特色あ る専門学 科 を中心 に 据 え た国際高校，体育高校 ， 芸術

高校な どの創設や ， リカ レ ン ト型 の 単位制高等学校，総合選択高校な どの 「新 タ イ プ

高校」 が構想 され て い る 。 総合選択制高校の モ デ ル とな る埼玉 県伊奈学園総合高校

は ，70学級 3， 000人 を超 え る規模を もち ， 150を超 え る選択科 目を そ ろ え て 自由選択制

を大幅 に導入 し て い るが ， こ れ は高校 と い うよ り， む しろア メ リカ合衆国 の コ ミ ュ ニ

テ ィ
ー ・カ レ ッ ジ に近 い

。
こ れで み る よ うに ， 減少期 の 生徒獲得競争を通 じて ，公立

高校は 中等後教育的機能 を強め て い くの に 対 し ， 私立 高校は 前期中等教育 と の
一

貫性

を強 め て い く こ と も考 え られ る 。

2 ．18歳人 ロ の 急増減 と高等教育

（1） 第
一次 急増減 期の 高等教育政策 ・計画
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人 口 の 構造変動 と教育
一

教育政策を焦点 に

　第一次 急増減期に おけ る私学行政の展開　　第一次 ベ ビーブ ーム 世代 は昭和 41年 に

高等学校 を卒業 し て 大学の 門 に殺到 し始め た 。 そ れ 以 前の 30年代 か ら ， 昭和 32年 の

「新長期経済計画」 に 示 され た科学技術労働力の 不足 を補 うた め の 「科学技術者養成

計画」， 昭和 35年の 「国民所得倍増計画」 中の 教育訓練小委員会報告 を受 けた昭和36

年 の 「理 工 等学生増募計画 」 な どの ，経済計画 との 連携 の もとに お け る
一一・paの 教育計

画が 開始 され て い た
（6｝

。 しか し ， 第
一一

次 ベ ビーブーム 世代の 高等教育収容を可能 に し

た の は ， そ れ らの 人材需要予測 に基づ く教育計画で な く ， 私学部門の 大幅拡大で あ っ

た 。

　昭 和36年 7 月に は ， 学校教育法お よ び私立 学校法の 運用 に つ い て ，   学科増設と定

員変更は大学設置審議会の 認可事項 とされ て い たが ， こ れ を単な る届出 条項 とす る，

  校舎の 必要面積条件を緩和 し ，
「校地面積は校舎面積の 6 倍」 と い う審査内規も弾

力的 に運営す る，   新設の 際 ， 校舎の完成 ， 教員の 完全充員 を条件 として い たが ， 年

次計画 を認 め る よ うにす る ， とい う弾 力化が 発表 され ， 昭和 39年 か ら43年 に か けて

108校の大学 が新設 され ， さ らに既設校 も学科増， 定員増， 水増 し率増加 に は し っ た。

こ の 結果，昭和40年代初頭 の 進学率は極 端 な低下 をみず に 済ん だ
ω

。

　第
一

次急増対策は 私学 に対す る ノ ー
サ ポ ー

ト ・ ノ ー
コ ン トロ

ー ル 政策に よ っ て可能

に な っ たが ， そ れ は教育条件の 悪化 と引き換 えで あ り， 定員超過率 （水増 し率）は 昭

和 41年度に 1．76と い う状況で あ っ た 。 また ， 学生納付金 も急騰 し， 学費値上 げ反対 ス

トが広 ま っ た。 こ の ため 学生納付金 に 依 存す る私学 の 経営状況 は
一

気 に 悪化 し， 昭 和

45年に は 日本私 学振興財団が発足 し， こ こ を とお して の 経常 費補助が開始 され た
（8 ）

。

　 サ ボ ー
トに 伴 い コ ン ト ロ ール を回復する こ とは文部省の 宿願で あ っ たが ， これ を実

現 した の が 昭和50年 7 月 に 議員立法で 成立 し た私学振興助成法で あ る 。 同法は ，   国

は，大学，短 大ま たは高等専門学校を設置す る学校法人に 対 し， 教育 また は研究 に係

る経常的経費 の 1 ／ 2 以 内 を補助す る こ とがで き る とす る
一

方 ，   こ れ まで 届出事項

と され て きた学科増設や定員増を文部大臣の 認可事項 と し， また ， 著 し い 水増 し入学

に は是正 が命 じられ る，  昭和 51年か ら向 こ う 5 年間は ， 特に 必 要な場 合を除 き，大

学 の 新設 ， 学部 ・学科増設 ， 定員増加 は 認め な b ， こ と とし た 。

　 私学振 興助成法 と同 じ昭和50年 7 月 に ， 同 じ く議員立法で い わ ゆ る専修学校法が 成

立 した 。 学校教育法が改正 され，同法第82条の 2 に 新た に 専修学校 に関す る条文 が つ

け加 え られ た 。 専修学 校の うち ， 中学 校卒業後の 課程 は高等課程 ， 高等学 校卒業後の

課程は 専門課程 ， そ れ 以 外は 般 課程 と され たが ， こ の 専門課程 （専門学校） は高校

卒業後の もの で あ る こ とか ら高等教育の
一
種 に加 え られ る こ と に な っ た 。
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　 私学振興助成法 と専修学校法の 成立に よ り， 高等教育の うちの 政府 の 計画的整備の

対象 とな る （サ ポ ー
ト ・ コ ン トロ

ー
ル ）部門 に新た に 私立 の 大学 。 短大 ・高等専門学

校が加 わ り， 自由な発展 に まか され る部門 （ノ ーサ ポ ー ト ・ ノ ー
コ ン ト ロ

ー
ル ）に は

専修学校が 入 れ 替わ る こ と に な っ た 。 前者に よ る高等教育 の 質的向上 ， 後者に よる高

等教育 へ の 私的需要の 吸収 は ， こ れ以後，現在 に至 るまで の 基本的な構図に な っ た。

　 第
一

次急減期に おけ る高等教育計画の 展開　　昭和 46年 中教審答申を受 けて 昭 和47

年に 文部大臣の 私的諮問機関 と して設 け られ た 「高等教育懇談会」 は ， 「高等教育の

拡充整備計画 に つ い て 」 （昭和 49年 3 月），
厂昭和 49年度に お ける審議の ま とめ 」 （昭和

50年 3 月）を出 した の に続 い て ，昭和 51年 3 月に 厂高等教育の 計画的整備に つ い て 」

（中間報告 は50年 12月 ）を出 した 。 こ の い わ ゆ る 「前期計画」 は，第 二次急増期 の入

口 とな る昭和61年を 目標年度 と して 当面昭和51 か ら55年度を計画期間 とした が ， 昭和

56年か ら61年度 まで の い わゆ る 「後期計画」 に つ い て は ， 大学設置審議会大学設置計

画分科会の 高等教育計画専門委員会が 懇談会 を引 き継い で 昭和52年以校検討 を進 め ，

昭和54年 6 月に 中間報告 を出 して 設置審議会の r承 を得た（9）
。

　潮木守
・
は こ の 2 つ の 要点 を次の よ うに ま とめ て い る 。

厂前期計画 」 の 要点 は ，  

大学 ・短大 ・高専 へ の 進学率 を昭和50年度の 38．　3％か ら昭和55年度 に は40，3％ へ 引 き

ヒげる ，   全国 8 ブ ロ ッ クの うちで 昭和50年度 の 進学率が 40％未満の ブ ロ ッ ク の 進学

率を引き Lげ，地域間格差をな くす る ，   国公 立対私 立 の 入学者比率 は昭和50年度に

IZ 　5％対82．5％で あ る が ， こ れ を 55年度 に 18，5％対 81．5％ と ， 国公立 部門を拡大 す

る ，   私立の 定員超過率は昭 和 50年度 に 1．79倍で あ るが ， こ れ を55年度 まで に 1．5倍

以内に まで 引 き下 げ る ， な どで あ っ た 。

　次 に ，
「後期計画」 の 要点 は，  目標年次の 昭和61年度に お け る進学率を37％ とす

る，   地域収容率が昭 和 55年 にお い て も30％未満の 地域で はそれ を 1 〜 3 ％程度引き

上 げ るが，地域収容率が 30％ を超 え て い る関東 ， 甲信越 ， 東海 ， 北陸 ， 近畿に つ い て

は特に 収容率の 改 善を考え ない
，   私学の 定員超過率は 昭和54年度 va　1．　43倍 に まで 引

き ドげ られ たが ， そ れ を さら に 1．3倍程度 まで 引き下げ る ，   前期計画に 引 き続 い て ，

大都市 に お ける大学等 の 新増設は抑制す る， な どで あ っ た
（10）

。

（2） 第二 次急増期の 高等教育計画

　大学設置審議会大学設置計画 分科 会 は昭和 59年 6 月 ，
「昭和 61年度以 降の 高等教 育

の 計画的整備 に つ い て 」 を発表 した 。 い わ ゆ る 「新 7 力年計画」 で あ る 。 18歳人 口

は，第，：次 ベ ビーブ ーム 世代 の 到来 に よ り， 昭和 61年度 1
，
850千人 ， 昭和 67年度 2

， 048

千人 ， 昭和 75年 度 1，　510千人 と ， 昭和67年度 を ピー ク に し て 急増減す る 。
「新 7 力 年計
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教育政策 を焦点に

画」 は第二 次急増が 始ま る61年度か ら ピ ーク 時の 67年度 まで の 7 年間 を計画期間 とし

た 。

　量的整備 に つ い て 計画 は ， 大学 ・ 短大 へ の進学率 は昭和51年度の 38．6％を ピー
ク に

昭和58年度の 35．6％に まで 漸減傾向を たど っ て きたが ， これ は大都市で の 大学 ・短大

の 収容力 が増加 しなか っ た結果で あ り， 進学志願率 自体 は微減 した とは い え昭和58年

度現在 なお 44．5％ と高い 水準 に あ る と述 べ て ，昭和67年度 に お い て も昭和 58年度程度

の 進孝：率 を維持す るこ とを目標 に して い る。 そ の ため に は86千人 の 定員増が 必要に な

るが ， 昭和 67年度以 降の 18歳人 口 の減少 を考え て ， その うちの 42千人を恒常的定員増

で ，44千人 を臨時定員増で ま か な う とした 。 そ の 地域配置に つ い て は ， 厂前期計画」

「後期計画 」 の 地域配置適正 化政策を継続 して ，恒常 ・ 臨時定員増の 55，2％ を南関

東 ， 東海， 近畿に配分 した 。

　厂前期計画」 「後期計画」 で 学校新設の 潜在的意欲が抑制され て きた こ と ， 生徒減少

期 を考え る と新設要求の 最後の チ ャ ン ス と考 え られ る こ と
， 既存の 高校 ・ 短大法人や

専修学校関係者 に と っ て 大学設置の 魅力は格別 な こ と， 全国各地 の地方公共 団体 が 地

域活惟化の ため に大学誘致に 熱心 な こ と ， 国土庁 ， 通産省 ， 郵政省な どが 大学 を含 む

各種開発構想を発表 して い る こ とな どを背景に
， 新 7 力 年計画発表後 に は 大学 ・短 大

の 新増設 ， 臨時定員増の 申請が 相次 ぎ，昭和 67年度まで の 定員増 目標 86， 000人 に 対 し

て ， 達成率 は 昭和61年度 に 58．　6％，昭和62年度 Va87．　3％ ， 昭和63年度 に 96．4％ とな っ

た
（11）

。

（3） 第二 次急減期の 高等教育政策 ・計画

　臨時教育審議会答申を受けて 大学審議会が発足 した結果 ， 高等教育計画は大学設置

審議会か ら大学審議会の 担当 と なっ た 。 大学審議会高等教育計画部会 は 平成 2 年 10月

に r高等教育計画部会に お ける審議の 概要 に つ い て （総会 へ の 報告）』 を出 した 。
厂新

7 力 年計画」 が 18歳入 口 の 急増期 に 当た る昭和 6i年度か ら平成 4 年度 （18歳人 ロ ピ ー

ク 205万入 ）まで を計画期 間と したの に 対 し， こ の 計画 は平成 5 年度 か ら平成 12年度

（18歳人 口 151万人）まで を計画期間 と して い る 。

　量的整備に つ い て は ，   18歳人 口 は減 るもの の ， 高校生の 進学率は高ま っ て い る こ

と ， 社会人や 外国 人学生 の増加が 考 え られ る こ と ， 高度の 研 究教育 へ の 需要が 高 ま る

こ と，投資と して よ り消費 と し て の 教育需要が 根強 い こ と ， 第二 次急増期 に収容力の

拡大 が進 んだ こ と ， な ど か ら今後の 量的 目途に つ い て 特定の 見通 しを得 る の が 困難で

あ る ，   規模 の 縮小 に つ い て そ の 計画値を地域 ご と に配分す る こ とは困難 な こ と， の

2 つ の 理 由か ら，本計画は 従来の よ うに 一定 の 数量的 目途 を設定す る こ とは や め て ，
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複数の ケー ス を提示 し ， 関係者が将来を展望す るため の 手が か りを提示 す る と い う立

場 を と っ た 。

　平成 12年度の 大学 ・ 短期大学お よび高等専門学校の 規模の 想 定 と して は，外 国人 留

学生 を i5千人 ， 社会人学生 を30千人 と した うえ で ， 高校新規卒業者の 志願率 を 51．1％

（平成 2 年度男子実績 ）と仮 定 し ， 合格率 71％ （昭 和50〜57年度平均） とみ こ ん だ場

合の 649千人 （ケ ー ス 1 ）， 合格率75％ とみ こ ん だ場合の 667千人 （ケ
ー

ス 2 ）， 合格率

79％ とみ こ ん だ場合の 682千人 （ケ ー ス 3 ）の 3 つ の ケー ス を示 した 。 私学 の 定員超

過 を さ らに改善 し ， 大学等の 新設 を原則抑制 として も， い ずれ の ケ ー ス も実 入 学者数

で 現在の 規模 を下 まわ る こ とか ら ， 個 々 の 大学等 に つ い て み れ ば，存立 を脅か され る

事態が 予想 され る 。 し たが っ て ， 今後 ， 社会や 学生の ニ
ーズ に 対応 し た教育 カ リキ ュ

ラ ム の 開発提供 ， 進学希望者 に対する情報提供の 充実 ，
エ ク ス テ ン シ ョ ン ・コ

ー
ス の

充 実、社会人学生 ・外国人 留学生の 受 け入れ 等 に積極的に取 り組む必要 が あ る ， と指

摘 して い る。

ll　人 口 崩壊の 危機へ の 対応 ：人 口 変動の 独立変数 と して の 教育

1．緊急課題と して の 人 口 崩壊

　こ れ まで み た義務教育， 高等学校教育， 高等教育の 教育政策 ・ 計画 の 基 礎 とな っ た

人 口 予測 は概 ね ， それ ぞれ の 時点 で 入 手 され た出生児数か ら確実 に 計算で き る範囲 の

タイ ム ス パ ン で な され て きた 。 その 意味で それ らは い ずれ も急増減対策で あ っ た と い

え る 。 そ れ らは伝統的 な学校教育人 口 の 減少を ， 当面は地域社会 へ の 機能 ・施設開放

や 社会人学生 の 開拓で 切 り抜 けよ うとす る こ とで ほ ぼ共通 して い る 。 そ れ は や が て 来

る はずの 第三次 ベ ビーブ ーム へ の 共通 の 期待が あるか ら と思われ る。 しか し， こ れ は

余 りに楽観的で あ る。

　就学人 口 の 長期予測 を唯
一

継続的に 行 っ て きたの が ， 日本私立中学高等学校連合会

の 生徒収容対策委員会で あ る 。 同委員会は昭和 58年 5 月 に 予測第 1 報を出 して 以来積

極的に作業 を続 け ， 平成元 年 4 月 に は 第 5 報 を出 して い る 。 第 5 報 は 女子の 年齢 別

（5 歳階級）特殊 出生率 （昭和62年度実績値）を独 自に 算出 して 中学校卒業者数を予

測 して い るが ， そ れ に よれ ば ， 全国計で み た中学校卒業者数 は ， 昭 和60の 188．2万 人

を100とす る と ， 平成元年度 Va・108．8 （204．8万人） に まで 増加 した後 ， 平成 16年 に は

71．0 （133．・7万人）に まで 減少 し ， そ の 後に や や 増加 に 転 じて 平成 24年 に は 77．8 （14

86

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 人 口 の 構造変動 と教育
一
教育政策 を焦点 に

6．4万人） とな る とされ て い る（12）
。

　同報告書は女子の 年齢別特殊出生率 を， 総務庁統計局 の 昭和62年 10月現在 推計人 口

か ら女子の 5 歳階級別人 口 を得 ， 厚生省大臣官房統計情報部の 昭和62年人 口 動態統計

か ら出生児数 を得て 算出 し （全国 1．　66）， 厚生省人 口 問題研究所 の 発 表 した数値 と極

め て 似 た数値 を得た と し， それ が今後 と も継続す る と い う仮定で 上記 の 予測 を して い

る 。 だ が こ れ は楽観的で あ る。 厚生省人 口問題研究所が 昭和 62年 2 月 に 発 表 した r日

本の 将来推 計人 口 ： 昭 和 61年 12月推計』 は ， 合計特殊出生率 は昭 和61年 を底 と して

徐 々 に 増加 し， 平成 37年 （2025）に は 低位推計で 1．　85， 中位推計で 2，00， 高位推計で

2．15に 達す る として い る
（13）

。

　だ が ， こ の 予測は 発表後数年の うちに実績値 と極 め て 大 きな食 い 違 い 生 じた 。 そ の

推計値 は低位で 昭和 61年 1．72 ， 昭和62年 1．73， 昭和 63年 1，75
， 平成元年 1、76で あ っ た

が ， 実績値 は昭 和61tlll．　72， 昭和62年1．69
， 昭和63年 1．66， 平成元年 1．57で あ っ た 。

人 口問題審議会が昭 和55年 に 「出生力動向に関す る特別委員会報告」 を出 して ， 現状

を人 口 の 置 き換 え水準 をやや 下回る程度 （静止人 口 に近 い 状態） と して 今後の 調査研

究 を促 した当時
（14＞

合計特殊出生率 は 1．75か ら 1．　77程度で あ っ た 。 し たが っ て ， 平成

元 年の 特殊出生率 1．　57は 静止人 口す ら実現で きな い 危険な水準の はずで ある 。

　未来予測研究所 は合計特殊出生率の 現在 の 低 下傾向に歯 止め が か か らなか っ た 場合

の 西暦2000年 の 出生数 を110．6万 人 と予測 して い る 。 これ は 厚生 省人 口 問題研究所 の

r日本の 将来推計人 口 ； 昭和61年 12月推計』 に お け る中位推計 178．　9万 人 を約70万人

も下回 る数値で あ る 。 同研究所 は ， 合計特殊出生率は1，57 か ら平成12年度 （2000年）

に は 平成元年度の 東京都の 実績値 1．24に む けて さ らに 低下 す る こ ともあ り得 る とみ て

い る
（15）

。 また ， 山本肇 は1995年の 合計特殊出生 率を 1．25，出生数 を 108．0万入，2000

年の 合計特殊出生率を1．　00，出生数を90．0万入 として い る
（16＞

。

　静止人 口 を維持で きずに 人 口が滅少 して い くこ と に対す る人 口学上 の 術語 は不 明 だ

が ， 入 口減少が 社会経済的な パ ニ
ッ クを伴 う意味合い を こ め て ， 米田 の よ うに入 口崩

壊 と呼ぶ の もあなが ち不当で は な い だ ろ う
（17）

。 米 田 （未来予測研究所）や 山本肇 の

予測 は，現在 の 人 口減少 ペ ー
ス が 経済社会に 与 え る壊滅 的打撃 へ の 恐 怖に 発 して い

る 。 未来予測研究所 は ， 若者 向けマ ーケ ッ トの 縮小 と社会保険負担の 急増 に よ り企業

の 経常利益が 悪化 し ， 社会保険料の 負担増加 に よ っ て 家計の 消 費は減退 し，国の 税収

が悪 化す る とい う悪循環が 生ず る こ とに よ り， 2000年以 降の 20〜 30年 の あ い だ に は本

格 的 な不況 が到来す る と指摘 して い る
（18）

。

　平成 2 年 11月 1 日 に は ， 合計特殊出生率が 1．57 と判明 したの を受 けて ， 年金 住宅福
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祉協会 と朝 日新聞の 主催 に よる シ ン ポ ジ ウ ム 「2020年の 衝撃一
出生 率の 低下 と変 わ り

ゆ く日本社会」 が開かれ た 。 この シ ン ポ で は，三 菱総合研究所が ， 2020年まで の 人 口

減少 と その 社会経済的影響に 関す る シ ミ ュ レ
ーシ ョ ン 結果 を発表 した 。 以 下 はそ の 要

点で ある 。

  晩婚化が 今の ま ま続 く と合計特殊 出生率は 2000年 に は 1．　37 とな り， 1997年 に は 子供

よ り老人の 方が 多 くなる 。 晩婚化が 今後 5 年間 に 止 まれ ば合計特殊出生率 は 1997年の

i．49を境に 下 げ止 ま るが ， それで も1997年に は 子供の 数 と老人 の 数が逆転す る。   労

働力人 口 は2001年 を境に 減少 し始め
，

2020年 に は人手不足が 1 千万人に達 し ， 外国 人

労働力の 導入 を真剣に検 討 しなけれ ばな らな くな る 。   OA 化 ・FA 化で 入手不足 を

カ バ ー
で きた場 合， 実質国民 総生産の 成長率は70〜80年代の 4 ％台か ら 3 ％台 へ の 低

下で 済 むが ， そ うで な い 場合 に は 1％台に な り， これ まで に ない 超低成長時代 を迎 え

る 。   税金 と社会保険料が国民所得 に 占め る割合は現在39％で あるが ， GNP が 1 ％

成長の 場合， こ れ は 2000年に は 47％ ，
2020年に は55％に 達す る。

3 ％成長 の 場合 も大

差が な い 。 国民
一

人当た りの 実質可処 分所得の 伸 び は こ れ まで 2 〜 4 ％ だ っ たが，

2000年 まで に は 1．9％ ， その 後 は 1 ％前後 に 落ち込 み ， 生活水準 は か つ て な い ほ ど低

下す る 。   家庭で の 老人介護は困難 に なる が ，
ヘ ル パ ー も不足す るた め ， 介護 ロ ボ ッ

トが登場す る。 女性 の 労働力化が さ らに進 むため
， 家庭で の 食事の 機会 も減 る

（19）
。

2 ．急増減対策的教育政策の死 角

　こ の よ うな人 口崩壊 の 危機 と い う観点か らみ る と ， 現在の 就学前教育か ら高等教育

に い た るまで の 教育政策に は ， 以 下 に述 べ る よ うな見落 と しが あ る よ うに 考え られ

る 。

（1） 労働力不足 ・外国人 労働力導入問題

　三菱総研 シ ミ ュ レ
ーシ ョ ン は 2001年 を境 に 労働力人 口 が減少 し始め ， 2020年に は 人

手不足が 1， 000万人 に達 し ， 外国人労働力導入 の 検討 を迫 られ る と予測 して い る。 外

国人 労働力の 導入 rcつ い て は，現在 ， 議論は さまざまに分か れ ， 国論が 割れ る とい う

大時代的表現 も大 げさで ない 状態 に あ る。

　た とえば，平和経済計画会議 の 報告書 r外国 人労働者の 社会的受容 シ ス テ ム に関す

る研究』 は ， 外国人労働力 の 流入 を無制限に 容認す る政策 は非現実的で あ るが， しか

し もは や不可避で あ る か ら，彼 らが 派生的労働市場 （低賃金，劣悪な労働条件等）に

固定す る こ とで 労働市場 セ グ メ ン テー シ ョ ン が 拡大 した り， 人 種差別 に よ っ て 社会的

に 隔離 され る こ とで 社会的 セ グ リゲ ー シ ョ ン が 生 じる と い っ た事態を，で きるだ け小
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さ くで きる よ うな政策選択 を欧米諸国 を参考に しつ つ 考えなが ら ， 基本的な ス タ ン ス

と して は受 け入 れ 拡大の 基盤整備 に努め る べ きで あ る ， と して い る
（20）

。

　こ れ に 対 し ， 外国人労働者問題研究会報告 r今後 に お ける 外国 人労働者受 け入 れ の

方向』 は ， 大戦後お よび高度経済成長期に 大量の 外国人労働者を導入 した欧米諸国 も

近年で は ， 許可制度 ， 帰国奨励 ， 規制強化な どの 制限的受け入れ に変わ り， 新規受け

入れ は極 め て 例外的 に な っ て い る と して ， 単純労働力に つ い て は 従来通 り受け入れ な

い と い う方針の もと に不法就労の 取締 りを強め ， 他方で ， 相手国 の 経済社会 の 発展 に

寄与 し得 る技術移転を伴 うよ うな専門 ・技術 ・管理的職業従事者 ， 資格職業従事者 ，

外国語 ・外国文化活用者 ， 技術研修生 などの 受 け入れ の 基盤整備を図 るべ きで ある と

し て い る
  〕

。

　大学審議会高等教育計画部会が平成 2 年10月に 発表 した計画 は ， 前述の よ うに平成

ユ2年度の 量的整備の みつ も りに あ た り，外国人 学生 を 15千入 と見込んで い る。 だが こ

れ は中曽根元首相の 留学生 10万 入計画の 履行で あ り， 外国人労働力導入 へ の 政策的選

択の 結果で は な い
。 文教行政に は ， 出生率低下が こ の まま続 い た ら確実 に起 こ る外国

人労働力大量 （平和経済計画会議報告書は ， 現在の 状況で 欧米並 に規制 を緩和す る と

外国人労働者の 流入 ス ト ッ ク は850万 人 以上 と予想 され る と して い る）導入 とい う事

態 に 対 して ，備え は全 くな い
。

い ずれ 外国人 労働者 。 子弟の 教育対策 に追 われ る こ と

を選択 し て い る と もい え る 。

　 しか し， 平和経済計画 会議 の方針 を とる場合は文教政 策 も現在 の ままで よ い が ， 外

国 人労働者問題研究会報告の 方針 を と る と した ら ， 国内の 労働力供給 を増加 させ る方

策が必要 に な る 。 そ の ため に は ， 出生率を回復 させ るか ， ま た は ， 労働力率を向± さ

せ る か しか ， 有力 な手は な い
。 出生率回 復に つ い て は後述す る と し て ，労働力率に つ

い て み る と ， 現状で は
一

層の 低下が 予想 され こ そす れ ， 向上 をみ こ め る材料はな い 。

　まず ， 第二 次 18歳人 口 減少期に は大学 ・ 短大進学率が急速に 上 昇 し ， 高卒就職者が

マ イ ノ リテ ィ
ー

に な っ て しま う事態が予想 され る 。 黒羽亮一
は ， 大学設置審議会大学

設置計画 分科会の 「新 7 力年計画」 に応 じて 私立大学 ・短大の 新増設 申請が 相次 ぎ，

計画初年度 の 昭和61年 に 定員増員計画の 半分が 達成 され ， さらに 62年度 に は臨時定員

増の 97．2％ ， 63年度 に は 恒常的定員増 の 95．2％ が 達成 さ れ る形勢 に あ る こ と ， さ ら

ec，国民 の 大学進学希望 は あ い 変わ らず根強 く， 近年の 人 手不足経済 の なか で も求人

が 大卒に 偏 り高卒就職難時代が 来よ うと して い る こ とな どか ら ， 大学 ・短大進学率は

2000年 に 五 割を超 えて ， その 後 た ちま ち七割，十割 と L昇し，大学教育が高等教育並

に ユ ニ バ ーサ ル 化す るの も夢物語で は な い ， と指 摘 して い る
（22）

。
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　ま た ， 前掲の 未来予測研究所の 報告書は ， 2000年 の 18歳人 口 を 152，9万人 ， その う

ちわ け を中卒就職者 7．6万A ， 大学 ・ 専門学校進学者122．　0万人 ， 高卒後 自営業16．0万

人， 高卒後就職7．3万人 ， 2005年 の 18歳人 口 を143．1万 人， その うちわ け を中卒就職者

7．1万 人 ，大学 ・専門学校進学者 122．　0万人 ， 高卒後 自営業 14．0万 人 ， 高卒後就職 0

人， 2010年の 18歳人 口 を114．6万人 ， そ の うちわ けを中卒就職者5．7万人 ， 大学 ・ 専門

学校進学者 108，9万人 ， 高卒後自営業お よび高卒後就職 0 人 と予測 して い る 。 つ ま り，

2010年 に は 自営 を含 め て 高卒就職者は完全 に ゼ ロ に なる と い う予測で あ る
（23＞

。

　 こ の よ うな若年人 口 の 急速な高学歴化 は ， 生産年齢人 口の 労働力率 を い っ そ う引 き

下 げ ， 国 内 に お け る労働力供給 をい っ そ う減少 させ る こ と に なる 。 しか し， だか ら と

い っ て ， 依然 と して 高 い 国民の 大学 ・短大進学希望 を人為的 に抑制す る こ とは，仮 に

可能で あ っ た とし て も， 得策で はない 。 なぜ な ら， 後述す る よ うに ， その場 合に は ，

人 々 は よ り少な く産ん で 家計の 負担能力限界まで 教育投資をす る と い う行動 を と る可

能性が 高 い
。 その 場合 に は ， 労働力人 口 に最大 の 寄与をす る生産年齢人 口 自体 を減少

させ る こ とに な る。

　 したが っ て ， 人 々 の 大学 ・短大進学の 欲求 を最大限み た しつ つ
， 労働力 率の 低 下 を

防 ぐとい うの が 唯
一
残され た選択肢 となる。 そ の 政策を検討す るの は本稿の 範囲 を逸

脱す る が ， た とえば，義務教育開始年齢 を 1歳引 き下げ， 大学修業年限 を 1 年短縮す

る などの 措置 に よ りそ れ は論理 的に は可能 と思 われ るこ と を指摘す るに と どめ た い
。

こ の よ うな措鷺は ， 出生率膕復施策 と関わ っ て 後述す る育児 ・ 教育費負担 の 軽減 に も

つ なが る し， また ， 高等教育に 公財政支出が気前 よ く振 り向け られ るこ との 妨げに な

っ て い る大学 レ ジ ャ
ー ラ ン ド批判をか わす こ とに もつ なが るだ ろ う。

（2） 生涯学習人 口 の 規模の 問題

　既 に み た よ うに ， も っ か の と こ ろ 「生涯学習」 が 義務教育か ら高等教育 に い た る ま

で の 教育政策の キ
ー

ワ
ー ドとな っ て い る。 伝統的 な学校教育人 日 の 減少 を成人で 穴埋

め しよ うと い うわ けで あ る 。
こ の よ うな姿勢の底 に は ， 第 3次 ベ ビ ーブ ーム に よ る出

生数の 回復 へ の 楽観的な期待が うか が われ る が ， そ れが 甘 い こ と はすで に 述べ た。 さ

ら に ， こ の 生涯学習 へ の シ フ トと い う発想 に は ， 出生数減少が もた らす 前述の よ うな

労働力不足 問題 に 対す る見落 と しが ある よ うで あ る 。

　 た とえ ば ， 三 井情報開発総合研究所が 平成元年 3 月に 出 した r学校教育人 口 の 今後

の 動向 とそ の もた らす教育上 の 課題及 び社会 ・ 経 済 な ど に 対す る影響に つ い て 』 は，

「社会人の 年間 を通 した学習実施人 口 は 現在 の 3，000 〜 4
，
000万人 か ら2000 年 に は4， 00

0〜5， 000万 入 に まで 増大す る こ とが予想 され る 。 ま た ， 学習阻害要因が 除去 され た 場
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合， 2000年の 学習実施人 口 は 6， 000万人 に まで 増加す る可能性が ある 。 」 と述 べ ， こ れ

に対 して ， 現在の 学校教育の 貢献 は ， 放送大学 も含め た通信教育の 大学 10万人 ， 高等

学校 15万 人 ， 高等教育機関 （大学，短 期大学 ， 大学院）の 社会人受 け入れ 2， 000入内

外は い か に も不十分 なの で ，時間帯や 学習 形態の 工 夫 ， 学習 に要す る時間 ・費用等の

支援 な どに よ っ て ， 社会人 を対象 と した長期間型学習機会 を もっ と充実 させ る必要が

あ る と提案 し て い る
（24）

。

　 三井情報 開発 の こ の 予測 は ， 総理府統計局 r社会生活基本調査報告』（昭和61年

度）， NHK 放送文化研究所 r日本人 の学習一 NHK 学習関心調 査報告書
一

』 （昭和60

年度 ）， 総理府内閣総理 大臣官房広報室 r生涯学習 に関す る世論調 査』 （昭和 63年度）

な どか ら ， 成人の 各種学習 の 実施率を学歴別に 算出 し， それ を西暦2000年 の 推計学歴

別人 口 に乗 じて 得た もの で あ る。
2000年の 生涯学習人 口 の 膨大 さで わ か る とお り， そ

の なか に は ， 本 ・雑誌で 行 う自己学習 か ら， 市町村等が 行 う学級 ・講座 ・ 教室 な どで

の学習 ， 民間の カ ル チ ャ
ー

セ ン タ ーな どで の学習 ， グ ル ープ で の 学習 活動 テ レ ビ ・

ラ ジ オ に よ る学饌，社会通信教育で の 学習 など ， 主 と して 短期間の さま ざまな形態の

「学習」 が 含 まれ て い る。

　 その よ うな膨大 な広が りを もつ 多種多様の 「学習」 が ，
い か に し て 長期 の 系統的な

学習 を想定 し て つ く られ て きた学校教育 へ の 需要に 転化す るの か に つ い て ， 同報告書

に 納得で きる説明は ない
。 そ れ 以上 に大 きな問題 は ， 学習の 阻害条件 の 問題で あ る 。

入 々 の 学習 に 対す る関心 は 実 に高 い が ，
「NHK 学習関心 調 査」 で は67，　O％ の 人 が

「時間の や りく りが つ か ない 」 こ とを ，
「生涯学習 に 関す る世論調 査」 で は44．5％ の

入が 「仕 事が 忙 しい 」 こ と を，そ の 実現 を妨げ る条件 と して 挙げて い る
（25）

。

　既 に 述 べ た よ うに
， 出生率が低下す る なか ， わが 国 は 今後深刻な労働力不足に み ま

われ る と予測 され る が， こ の こ とは ，
「仕事が 忙 し い 」 「時間が ない 」 と い っ た学習 阻

害条件 を
一一

層強 め るはずで あ る 。 三井情報 開発前掲報告書 は ， 社会 ・ 経済 トレ ン ドの

概況 と生涯学習 へ の イ ン パ ク トと して ， 高齢化 ， 国際化 ， 情報化 ・技術革新 ， 経済構

造の 変化 ， 高学歴化 ， 成熟化等 を取 り上 げて ， それ らが生涯学習を い か に促進す る か

を検討 し て い るが ， 不思議 なこ と に ， それ が学習阻害要因 を い か に 除去す るか に つ い

て の 検討 はな い
。

　わ ずか に rNHK 国民生活時間調査」 に依拠 しつ つ
， 高齢者や家庭婦人 の 自由時間

は さ らに増加 して い く可能性が あ る し ， 勤 め人 に つ い て も労働時間短縮等の推進等に

よ っ て 自由時間の 増加 を図 る必要 が ある と述 べ て い る
（26 ）

。 出生 数減 少 に よ る労働力

不 足の トレ ン ドが そ の まま続 くな ら， 将来 の 現実は こ れ らの 観測 な い し希望的観測 と
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は逆で あろ う。 したが っ て ， 生涯学習の 阻害要因が 除去 されて ， 人 々 の 生涯学習行動

が三 井情報開発 の 予測の とお りに 膨大 な規模に 成長 して ，伝統 的な学校教育人 口 の 減

少 を補 うよ うに な るため に は ， 外 国人労働力が大 量に 導入 され るか ， も し くは出生率

の 回復に よ っ て 国内の 生産年齢人 口 が 回復 し なけれ ぱ なら ない の で あ る 。

　生涯学習人 口 が 伝統的な学校教育人 口 を補 え るよ うに な る ため の 条件が ，伝統的な

学校教育人 口 の 回復で あ る とは ， 明 らか に 矛盾で あ るか ら ， 三 井情報開発 の 報告書 ，

あ る い は ， 社会人 学生の 積極受 け入 れ を うた っ た大学審議会高等教育計 画部会平成 2

年報街 を は じめ とす る現在 の 各種教育政 策は，結果的 に ，外国人 労働力大量導入 を前

提 とした生涯 学習社会像 を描 い て い る こ とに な る 。 その 場合に は ， 外国人 「労働力」

に よ る 3K 労働などの 負担の うえに 日本人が生涯学習 を享受す る こ と の 正当性 を検討

し て お か ねば な る ま い
。

（3） 人材の 質的低下問題

　既述の よ うに ， 昭和 50年 7 月 の 私立 学校振興 助成法 と い わ ゆ る専修学校法の 成立 以

来， 高等教育は大学 ， 短大， 高等専門学校か らな る計画部門 と， 専門学校 ， 放送大

学，通信教育な どか らな る自由放 任部門に分 けられ，前者 に つ い て は 質的向上 が政策

目標 とされ て きた 。 最新の 高等教育計画 た る前掲の 大学審議会高等教育計画部会 の 平

成 2 年 10月報告書 r高等教育計画部会 に お け る審議の 概要に つ い て （総会 へ の 報告）』

も，
「皿　高等教育の 質的充実 に つ い て 」 の 項をたて て ，教育機能の 強化や世界的水

準の 教育研究 な どに か か わ っ て 具体的 な提案 を して い る点で ，従来の 方針 を踏襲 して

い る 。

　 しか し， こ の 報告書は高等教育 の 質の 維持 ない し向上 に つ い て ， 従来の 発想 とは明

らか に 異 なる判断 を暗黙 の うちに 下 して い る 。
「W 　高等教育 の 規模等 に つ い て 」 の

項で は平成 12年度の 高等教育 の 規模 に つ い て ， 当面 ， ケ ー ス 1 を念頭 に お き大学等の

新増設は原則抑制 とす る ， として い る。 その 根拠は 厂こ れ まで の 進学状況や現行計画

との 継続性の観点か ら」 とされ て い る 。 志願率 51．　1％ を前提 と して 行われ た高等教育

の量的規模 の 想定 に お い て ， ケー
ス 1 の 合格率 71％程度 は 昭和50〜 57年度 の 平均合格

率 とされ て い る。 よ っ て ， 当報告書 は ， 合格率 71％を大学 ・短大 ・高専入学者 の 適正

学力水準 とみ な した こ と に な る 。

　 しか し ， これ は論理 の ス リカ エ と い うべ きで あ ろ う。 確 か に ，昭和 50年 の 私学振興

助成法は大学教育の 質的向上 を図 るため に ， 私学の 水増 し入学 の 是正 ， 新増設 の 抑制

を打 ち出 し，そ の 結果，昭和 51年度か らは合格率の 低 下 ，進学率 の 停滞 な い し低下が

始 ま っ た 。 しか し， こ の 低 下 は定 員抑制の 結果 と して の 水準で あ り， 入学者の 適正 学
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力水準 と して そ の よ うな水準を設定 した結果 と し て 入 学過員状況が 改め られ た と い う

わ けで はな い 。

　義務教育段階か ら課程主義の 進級制度 を と り， 定め られ た水準に達 し な い 者 は どん

どん落第 させ ， 高等教育 へ の 入学者 も中等教育の 修了資格i試験 に よ っ て 質の 維持を図

る欧州諸国 とは違 い
， わが 国 は義務教育は 自動的 に進級 させ る年齢主義 を と り， 高等

学校や 大学 ・短大等 へ の 入 学者 は個別学校の 入学者選抜に よ っ て 決め る方式 をと っ て

い る 。 こ の 方式の も とで 進学率を 目安 に して 上級学校入学者の適格者水準を定め よ う

と して も，それ は不可能な こ と は ， 既 に 高等学校で 経験済みで あ る
 

。 こ の 点で は ，

西暦 2000年あ た りに大学 ・短大進学率が 50％ を超 え ， その 後 急速 rc　100％ を 目指 して

上昇す る こ と もあ り得 る と い う前述の 黒羽 の 予測の ほ うが 現実的で あ る 。

　それで は ， そ の よ うな事態 は高等教育の 質的低 下 を意味す るか と い う と ， それ は 否

で ある。 わが 国の 義務教育以 降の 学校段階に お ける質は ， 入学者全体 の 質 （つ ま り，

トータル な進学率）で は な く学校格差構造 に よ っ て 保証 され て きたの で あ る。 高等学

校に つ い て は既 に バ ー
ト ン ・ク ラ ークが ， 平等 と水準維持を両立 させ て きた絶妙の メ

カ ニ ズ ム として 注 目し て い る Dli（28）， 大学教育に つ い て も これ は変わ らな い 。 つ ま り，

か りに大学 ・短大等 へ の 志願率が 100％に な り， 合格率が 100％ に な っ て も，
「一流大

学」 の 学生の 質 さえ維持 され て い れ ば （教育の 質が
一

建 とすれ ば）， 高等教育の 質は

維持され るの で あ る 。

　 したが っ て ， 合格率や 進学率 を高等教育の 質の 指標 とす るの は意味が な い 。 高等教

育の 質と い う観点か ら問題に なるの は ， む しろ ， 若年者全体の 数で あ る 。 前掲の 未来

予測研究所 r出生数異常低下の 影響 と対策』 は ， か りに 現在の 若者 の 数に 対 し将来の

若者の 数が半減 した とす る と，

一
流大学 に将来 は現在 の 二 流大学 ク ラ ス の 者が 入学可

能 に な ると い うプ ロ セ ス が進行 して ， 出生数低下 が 大卒労働力の 質 の 低下 を もた らす

と指摘 して い る 。 こ の メ カ ニ ズ ム に よ り，
工 場の 技能労働力 も， 研 究所 の研 究員の 質

も軒 並み低下 す る こ とに な り， 日本経済 の 国際競争力 も低下す るだ ろ う， と い うの が

同報告書 の 予測で ある
 

。

　仮 に 梳 大 学の ， あ る い は，大学全体 の 定員を抑制 して も， 分母 と なる若年人 口 が

減少す るか ぎ り，
一

流大学出 あ るい は大学 出 の 質 は維持で きな い
。 大学審議会の 前記

報告書に は こ の 点の 見落 と しが あ るよ うで あ る。 も し， 高等教育を卒業 した人材の 質

を維持 しよ うとす るな ら， まず出生率の 回復 こ そが図 られ るべ きで あ る 。

93

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

3 ，人 口 崩壊の 回避 と教育政策の 課題

　前述の シ ン ポ ジ ウム 「2020年の 衝撃
一

出生率の 低下 と変わ りゆ く 日本社会」 に は厚

生大臣や 日本経営者団体連盟会長 もパ ネ リス トと して 加 わ っ て い る 。 こ の こ とは ， 人

口 減少が い よ い よ国家的関心 事 とな っ た こ とを象徴 して い る 。 人 口減少 の ペ ー ス が政

府公 表の 推 計 を上 回 り， そ の 打撃が 各種 の 予測 が 示す よ うに根底 的 な もの で あ る以

上 ， 教育政策も， 生涯学習理念の もとで 若年人 口 の 減少 を成人 で 穴埋 め す る こ とを考

え る受動的な姿勢か ら， 出生率向上 へ の 貢献 を図 る積極的 な姿勢 に転換 され るべ きで

あ ろ う。 従来の 急増 ・ 急減対策の 延 長上 に ある現在 の 教育政策が 抱 えて い る上述 の よ

うな隘路 の 解決 も， 基本的に は 出生率の 回復に まつ と こ ろが 大 きい
。

（1） 出生率低下 と教育の 関わ り

　厚生 省人 口問題審議会 『日本 の人 口 ・日本 の家族』 に よれ ば，合計特殊出生 率の 変

化 は有配偶率の 変化 と有配偶 出生率の 変化の 合成で ある 。 こ の うち ， 有配偶率は 女子

の 初婚年齢の 動向に よ り， また ， 有配偶出生率は有配偶女子の 出産行動 に よ り規定 さ

れ る。 同報告書 に よれ ば ， 教育 は有配偶率な らびに 有配偶出生率 と次 の よ うに 関わ っ

て い る 。 まず ， 有配偶率の 低下で あるが ， 戦前 の それ （戦前の 合計特殊出生 率低 下 の

大部分 を 占め る）．が 若年女子の 都市軽工 業 に お け る労働力化に起 因す る の に 対 し ， 戦

後の それ は高学歴化に起因す る
（30）

。 昭和 62年 の r第 9 次出産 力調査 』 に よれ ば ， 平

均初婚年齢 は夫 と妻の い ずれ も高学歴 ほ ど高 い
。 都市の ホ ワ イ トカ ラー層の 晩婚化 は

こ の 結果で あ る。 また ， 低学歴者で も晩婚化が進ん で い るが ， こ れ は女子の あい だ に

上 方婚指向が 強 い 結果 ， 農業従事者や都市零細 自営業層の 結婚年齢が遅れ て い る結果

で あ る
（31）

。

　次に ， 有配偶出生率の 低下で ある 。 昭和25年か ら35年の 戦後出生力転換期 に お ける

合計特殊出世率の顕著な低下は有配偶出生率の 低下 に よる もの で あ っ た こ とが 明 らか

で あ るが ， こ れ に つ い て は，生活水準向上 へ の 飢餓感 子供の 生産財 と して の 価値の

低下などの 他 ， 女性 の 高学歴化 に よ る社会進出 ， 子供 へ の 高学歴期待な どが理 由 と し

て 挙げられ て きた（32）
。 昭和62年の rng　9 次出 産力調査 』 に よれ ば，子供 3 人 を理 想

とす る夫婦数は 子供 2 入 を理想 とす る夫婦数を しの ぎ45％強で あ る 。 しか し子供 3 人

を理想 とす る妻の うち予定子供数 を 3 人 とす る者は 57％ に 過 ぎず ， 38％ は 2 人 を予定

子供数 と して い る 。
こ の ズ レ は 昭和 57年 の r第 8 次出産力調査』 で も観察 され ， そ の

理 由を聞 く質問 4 は，「 一般的 に 子育て に お金が か か る 」 （42．　4％ ， 52．　7％，33．8％ ），

「教育費 が高 い 」 （23，7％ ， 31．0％ ， 28．9％ ），
「育児の 肉体的 ・心理的負担」 （22．0％，
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入 口 の 構造変動 と教育一教育政策 を焦点に

23．　4％ ，
26．　2％），

「家が 狭 い 」 （11．9％ ， 15．8％ ， 15．9％ ）， 厂高年齢で 産むの は い や」

（6．　8％ ， 8．　2％ ， 20．　8％），「仕事の 支障 と な る」 （5．1％，14．　6％，14．3％）な どの 回答

が あ っ た （複数回答， 数字は順 に 20 〜 24歳層 ，
25 〜 29歳層 ， 30〜34歳層）

（33）
。

（2） 出生率回復 と教育政策の 検討課題

　人 口 問題審議会の こ の よ うな分析 は ， 高学歴化 に よる晩婚化 ， 育児 ・ 教育の 高負担

に よ る少 子出産化 と い うか た ちで ， 教育が 出生率低下 に深 く関わ っ て い る こ とを示 し

て い る。 逆 に い えば ， 育児 ・教育費負担 を軽減す る こ と に よ り， また高学歴化に よ る

晩婚化を防 ぐこ と に よ り， 教育は出生率の 回復に 寄与で きる と い うこ とで あ る。

　育児負担の軽減　　育児負担 の 軽減に つ い て は ， 平成 2 年 1月 rこれか らの 家庭 と

子育て rc関する懇談会報告書』が包括的 に取 り上 げて い る
（34）

。 こ の 報告書の 立場は，

「こ れ まで
，

「高齢化」 の 名の もと に
， 社会全体 の 目が 高齢 者 に 向け られ て きた と言

っ て も過言で は な い 」 （むすび）が ，
「……こ の よ うな少子化は ， 子どもの 健や か な成

長 に 大 きな影響を及 ぼす お それ が あ るば か りで な く， 高齢者扶養の 負担の 増大や経済

社会 の 活力 の低 ドな ど社会全体 に も憂慮す べ き事態 を もた らす もの と考 え ら れ る」

（は じめ に ）と い う点 に 要約 され る 。

　 こ の 観点 か ら同報告書は具体的施策 として ，
「〔2）家庭基盤整備の ための 支援策」 「（3）

働 く女性 に対す る支援策の 拡充」 「〈4）地域 社会 に お け る児童健全育成の 推進」 を含む

6 項 目 を挙げて い る。 それ らは従来お お む ね厚生政策 ， 労働政策との 関わ りで 進め ら

れ て きた もの で あ るが ， 文教政策 も無縁で な い 。

　 た とえば ，
「（4）地域社会に お ける児童健全育成 の 推進」 の た め の 施策 「ア　 遊 び場

の 計画的整備 などハ
ー ド面の 充実 とネ ッ トワ

ー
ク化」 は ， 大都市圏で 安全 な遊び場の

確保が 困難に な っ て い る こ とに 対応 し て ， 民間企業の グ ラ ウ ン ドや駐車場の 活用，

一

定時間を区切 っ て の 道路 の 活用 などを考 え るべ きだ と して い る 。 前述 した よ うに ，児

童 ・ 生徒数の 減少 に 対 して 学 校開放 が有力 な施策 と され つ つ あ るが， これ は今後女性

の 労働力 化が い っ そ う進み， ま た高齢者雇用 も進む こ とを考えれ ば ，
せ い ぜ い で 老人

の ゲ ー トポ ール 場 と して の 活用 が見 こ まれ る程度で あ ろ う 。 地域 の 子 ど もが道路の
一

定区画や民問企業の 駐車場 などで 遊ぼ され るか たわ ら， 同じ地域 の 老人が 学校 の 運動

場や体育館で ゲー トボ ール をす る と い う光景は ， や は り奇妙で あ る。 縦割 り行政 の 壁

を超 えて 調 整 され るべ き課題で あ ろ う。

　また ， 出産年齢の 女性 は，今後働 きなが ら出産 ・育児 をす る と い う二 重の 課題 を果

たす こ とが ます ます求め られ よ う と して い る 。 昭和 54年か ら平成元年に か けて の 女性

の 年齢階級別 労働力率は 中高年層で 大 き く伸び たが，30〜34歳層で 47，5％ → 51，1％ ，
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25〜29歳層で 48．　2％ → 59．　6％ と若い 出産年齢層の 女性の 就業率 もか な り大 きく伸 び ，

女性の 就業率 にお ける伝統的な い わ ゆ るM 字型 曲線の 谷 は消 えつ つ ある
 

。

　今後 こ うし た就業率の 高 ま りの 阻害要 因の
一

つ とな る と思 われ るの が ， 高学歴 女性

の 育児に 対す る強 い 関心 で あ る 。 塩崎 千枝子は ， 昭和58年に 国 立教育研究所が作成 し

た総理 府統計局 r昭和 51年社会生活基本調査報告』 の 第二 次分析資料に 依拠 し つ つ
，

高学歴主婦ほ ど家事 ・育児時間が 長 い こ とを明 らか に し， そ うい っ た傾 向は欧米の 研

究で も見 い だ され て い る と指摘 して い る
（36 ）

。

　小室豊充 は ， 就労女性 の その よ うな新た な傾 向を背策に して ，認 可保育所 の サー ビ

ス で は ニ ーズ を充足 し得な い 人 々 の チ ャ イ ル ドビ ジネス （ベ ビー
ホ テ ル

， 保育マ マ ，

ベ ビー シ ッ タ ー
派遣業な ど）利用が 90年代 に か な りすすむ もの と予測 され るが ，

これ

に 対応 して 保育所制度 も学童保育， 企業内保育，
ベ ビ

ー
シ ッ タ

ー
の 派遣な どの 新 たな

保育サ
ー ビ ス に 力を入 れ る必 要が あ る と述 べ て い る

（37 ）
。 実 際 に ， 保育 ニ ー ズ の 多様

化 に応 じて ， 乳児保育 ， 延長保育 ， 夜間保育 ， 事業所内保育な どの事業は開始 され て

い るが ， その 事業所数は それ ほ ど伸 びて い な い の が実情で あ る
 

。 また ， 学童保 育

に つ い て も事情は 同 じで あ る。 こ うい っ た各種 の 保育サ ー ビ ス に 施設 を貸す こ と も，

学校の 地域開放の
一

環で は な か ろ うか 。

　教育費負担の 軽減　　教育費の 負担 は い うまで もな く上級学校進学 に 関わ っ て 問題

とされ る。 市川昭午は ， 大学生 を もつ 1 世帯当た り大学教育費 （授業料 その 他）が年

間平均収入 に 占め る比 率を ， 総理府統計局 厂家計調査年報」 や 文部 省 厂学生生活調

査」 に よ り推計 して い る 。 統計数値 は実際の 必要経 費 の 2 分の 1 に み たない と い う市

川の 指摘 を勘案すれ ば ， 低収入 世帯 （第 1五 分位）に と っ て ， 子 どもを大学に 上 げ る

こ とは ， 1980年当時で 収入 の 40〜 50％ （私 立 大学 の 場 合）も し くは 15〜 25％ （国立大

学の 場 合）の 出費 を意味 した
（39）

。

　菊池城 司は 1］本 リク ル ー トセ ン タ ー 「リク ル ー ト高校総覧」 を用 い て ， 1975年か ら

1980年 に か けて 東京都で は ， 学歴が高 く職業上 の 地位 も高い 親の 比 重が高い 進学校に

お い て は 大学進学希望 に変化が な い の に ，学歴が低 く職業上 の 地位 も低 い 親の 比 重が

高 い 非進学校 に お い て は ， 大学進学希望 の あ る部分が就職 もし くは専修 ・ 各種学 校希

望 へ と移動 した こ と を明 ら か に し た 。 さ らに ， 総理府統計局 「家計調査報告」 に よ

り， 国公立 大学で も私立 大学で も，低 所得層 （第 1＋ ll五 分位）は 1979年か ら，中所

得階層 （第皿 ＋ W 五分位 ）は 1978年 か ら， 在学 率の 低 下が 始 ま っ て い る と指摘 して い

る
（4 

。 大学進i学率は 周知の よ うに 昭和 51年以来停滞な い し低 下傾 向を続 けて きたが ，

これ は菊池 に よれ ば家計の 負担能力の 低 い 階層 か ら順 にふ る い 落 とされ て きた結果で
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ある 。

　市川や菊池 が問題 に して い る の は公正で あ る 。 市川 は ，
「金力 に よ っ て 受験競争に

お い て 有利 な地位 を占め うる とい う事実 はわれ われ の 感覚 に な じま ない 」 と し ， 学校

教育費や家庭教育費の 負担能力の 高い 高収入階層の 子供がやが て 大学 を卒業 して非大

卒よ り高額の 所得 を得 るよ うに な るの は ， 不動産 ・動産な どの 財産の 相続 と性格は同

じだ か ら ， あ る程度以上 の 教育費支出は贈与税の 対象 と して は ど うか ， と提案 して い

る
（41＞

。

　しか し，
「公正」 の 観点で 大蔵省担当官の 頑固な態度 を崩すの は ， 当面困難そ うで

あ る 。 まず ， それ は大 きな政治的圧 力に な りそ う もな い
。 菊池 は別 の 論文で 「不思議

なこ と に ， 家計が苦 しい とい う不 平 も表だ っ て 出ない し， 政治的争点 に もな らな い 」

と述 べ て い る
（42）

。 機会均等 と い う理念 に 目 くらま され て ， そ れ とはす っ か り別物 に

転化 した不平等の 構造 の なかで 抗議 もせ ずに重圧に 耐えて い る一般大衆 の 鈍感 さに 対

す る い らだちが よ く表れ て い る 。 だが ， 市川 自身 も， 家庭教育費の 多少が受験学力 と

相関す る と経験的 に い われ て い るが正確に どの 程度か は明 らかで は な い と述 べ て い る

とお り 
， 子弟の 教育達成が ， 家計の 教育費負担能 力 に よ っ て どの 程度 「不正 」 に

購 われ た もの で あるの か ， 肝心 な点は 解明 され つ くして い ない 点で ， 先端的 な研究者

の 論理 に もまだ弱点が あ る 。

　国 の 金庫番の 頑迷 な態度 に対 して は ， む しろ人 口 崩壊の 危機 を材料 に した方が 説得

力が あ る よ うに 思 え る 。 市川 の 前掲論文に よれ ば ， 低収入世帯 （第 1 ・ ∬五 分位）で

は ， 子供 を大学 に 上 げるの に ，収入 の 30〜50％ （私立大学の 場合） もしくは10 〜 25％

（国立 大学の 場合）の 出費 を迫 られ て きた もの と推定 され る。 中収入世帯 （第皿 ・IV

五 分位）で も20〜30％ （私立大学） もし くは 10〜 15％ （国立 大学）で あ る。 地方に お

い て も出生率が 著 し く低下 して い るの は ，
こ の よ うな過重な教育費負担の 結果で あ る

こ とは確 か で あ ろ う。 頑張 りさえす れ ば誰 にで も学力が つ き， 誰 に で も大学が開か れ

て い る と人 々 が 考 え ， その ため に少 な く子供 を産ん で 最大限の 教育投資を して きた結

果が人 口 崩壊で あ り， そ うと分か っ て い て も個 々 の 家計の 信 念 と努力に は変化が起 こ

りそ うもな い とした ら， 人 口 崩壊を防 ぐため に 家計の 教育費負担を軽減す るの は公財

政の 役割で あろ う。 なに しろ人 口 崩壊 は前述 の 三菱総研の シ ミ ュ レ ー シ ョ ン で も示 さ

れ て い る よ うに 国家財政の 崩壌で もあるの だか ら。

　なお ， 家計の 教育費負担 軽減 の ため の 財源 を検討す る の は本稿の 責任範囲で は な い

が ， 山本肇が以 下 の よ うな雇用 税の 提案 を して い る こ と を紹介 して お きた い 。 彼は，

大企業は 現在大卒者一人 の 採用 に 500万円 もか けて い る と い われ るが ， 企 業は新卒採
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用 に際 し ， 人材 を育て て くれ た 国 と家族 に対 し ， 採用 コ ス トを還元す る義務 を負 っ て

い る と し， 政府公共機関 と企業は新卒者一人の 採用 に つ き， 国立大学理科系の 場合は

1， 500万円 ， 国立大学文科系 と私立大学理科系の 場合は 1， 000万円 ， 私立 大学文科系の

場合は 500万円 ， 全 日制高校 の 場合 は 100万円を ， 国に還元す るよ う提案 して い る 。 彼

の 試算に よれ ば ， こ の 総額は約 5兆 円で ， 国や家計の年間教育費 の 20％ に相当す る と

い う
（ 

。

　高学歴化　 　こ の よ うに 家計 の教育費負担 を軽減す る こ とは ， 大学進学率の 上昇 を

うなが し ， 人 口の 高学歴化を さ らに お し進 め る こ とに な る 。 この こ とは；晩婚化傾 向

をさ らに強め ， 出生率をさ らに下げ る方向に作用す る 。 すなわ ち ， 教育費負担の 軽減

も出生率の 回復 に たい した効果を もち得 ない と い うこ と に なる 。 しか し，晩婚化 を防

ぎつ つ 人 々 の 大 学進学希望 を最大 限許容す る こ とは，義務教育開始年齢の 引 き下 げ

や ， それ以 降の 学校段階の 就業年限短縮 に よ っ て 十分可能な はずで あ る 。

　また，前述 の よ うに
， 厚生省人 口 問題審議会報告 r日本の 人 口 ・ 日本の 家族』 は ，

女子の あい だ に は上方婚 （自分 よ り高 い 学歴 の 夫 を希望す る）指 向が 強 く， そ の 結

果 ， 農業従事者や都市零細 自営業層 な どの 低学歴層で も晩婚化が 進んで い る と指摘 し

て い る 。 もし こ の 上 方婚指 向が 女子 に 固有の 心理的特性で あるな ら， 高学歴化はあ い

変 わ らず出生率低下 を うなが す要因 と な る こ とが考 え られ る 。 しか し，人 口 問題審議

会報告の こ の 指摘の もとに な っ た厚生省人 口 問題研究所 r第 9 次 出産力調査 』 （昭和

62年）は ， 高学歴女性 が まだ比較的 に希少価値 だ っ た世代が サ ン プ ル なの で ， 土方婚

指向 もその 時代的背景 を反映 した
一

過性の もの と も考えられ る 。

おわ りに

　わが国の教育計画の 萌芽期に ， 清水義弘 は教育投資論 を掲げて ， 教育界の 側か らそ

れ を り
一 ドし た 。 人材需要 予測 に も とつ く この 時期 の 教育計画の 評価 に つ い て は ，

「現実 に は 主に ， 教育部門に教育投資を追加させ る ため の 客観的根拠 と して 役だ っ た

に すぎず ， 結果的に は社会需要 の た め に ロ ビイ ス ト的な役割 を果 た し た」 と い うの が

相場で ある
（45）

。 こ の 時期に ， 計画遂行 に 関 わ る私学助成 をは じめ とす る諸制度が 整

備 され て い なか っ た こ とが ， そ の 1 つ の 重要 な理 由で あ っ た と思われ る 。

　 しか し ， その よ うな行政手段が 整備 され て 以降の 諸教育計画 は ， 初期の 教育計画が

持 っ て い た ， 経済社会 と教育 の 関わ りに 対す る ダイナ ミ ッ クな視点を喪失 して ， も っ

ぱ ら微調整的 な急増急減対策に 終始 して きた よ うに 思 え る 。 出生率低下 の 招 く危機的
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　 人 口の 構造変動 と教育
一

教育政策を焦点に

事態 を前 に ， 少な く とも強力な ロ ビイ ス トの 役 を果 たす ため に も， 教育計画 は初期の

ダ イナ ミズ ム を取 り戻すべ きで なか ろ うか ， とい うの が本稿を書 き終えて の ， 門外漢

の 勝手 な感想で ある。 人 口 問題や教育計画の専門家の 眼 に は誤解や 理解不十分 な点が

多 々 あ るこ と と思 うが ， ご容赦願 い た い 。
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（本稿脱稿後約 3 ケ月の 平成 3年 3 月中旬に 厚生省入 口 問題研究所 は ， 昭和61年 12

月の 将来推計人 口 とその 後の 事態の 進展 の ズ レ に応 じて 実施 した平成 2 年12月推
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こ ともあ り得 る とい う。 ）
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